
平成22年3月8日  

各委員の主な意見の概要  

1 今後の議論の進め方について   

示されているスケジュールについては、中間とりまとめや法案提出までの期間が短  

いことを危倶しており、結論の時期を決めずに、十分議論を行う必要がある。（神田委  

員）   

現場の声についてアンケートを取るなど配慮すべき。（神田委員）   

前政権が講じた負担軽減措置は継続すべきだが、これらの激変緩和措置はあくまで  

経過措置であり不安定であることから、後期高齢者医療制度の廃止はできるだけ急ぐ  

べき。（阿部委員）   

自治体が自主的に運営するのが、本来の「広域連合」という制度であるが、国の指  

示で作られた経緯があるものの、国の決めつけで一方的に地方に負担を求める制度に  

ならないよう、都道府県・広域連合■市町村と協議や検討を十分に行うべき。（横尾委  

員）   

システムのトラブルや制度的な混乱の問題もあったので、次の制度においては、シ  

ステムの十分な検証と充実を図るとともに、スケジュール等を十分に検討すべき。（横  

尾委員）   

現行の制度の法律が平成18年6月に公布され、その後、整備政令・省令が公布さ  

れたが、システム改修が遅れた経緯がある。平成25年4月施行を目指すには、新た  

な制度の政令・省令を早めに出していただく必要がある。（岡崎委員）   

制度の議論においては、財政調整、公費、保険料や自己負担の負担割合など、各論  

が対象となりやすいが、制度そのものが負担の公平を実現していくという根本的な考  

え方の議論が必要である。（堂本委員）   

後期高齢者医療制度は定着しつつあり、よりよい形に見直すのであれば、社会保障  

全体がどうあるべきか、費用負担はどうしていくかといった点について、骨太な議論  

が必要である。（神田委員）   

新たな制度を中長期的な観点から考える上で、高齢者の医療費の推移、保険区分ご  

との医療費■公費負担・保険料・支援金等の将来推計を踏まえて、議論すべき。（神田  

委員）   

医療保険制度の抜本的な改革を行うのなら、医療費の将来推計をきちんと踏まえて  

議論すべき。（山本委員）   

地域や家族の問題を含めて、介護保険との連続性や継続性について議論すべき。（樋  

口委員）   



介護保険との連携も含めて、包括的な地域社会づくりの視点で検討すべき。（堂本委  

員）  

提供される医療の中身、提供体制、人材の育成など、どのような医療を提供するの  

かという問題について、診療報酬に限らず幅広に議論すべきであり、別の少人数の議  

論の場が必要である。（近藤委員）  

新たな制度の検討を行う前提として、データに基づいた議論を行う必要がある。（岩  

村座長）   

医療保険制度については、平成14年までの5年間、さらには10年くらい前から  

集中して議論が行われていると聞き及んでいる。厚労省で検討され、現制度をスター  

トされるに至った際のプラスの点、マイナスの点についての情報を共有すべき。（横尾  

委員）   

保険者の統一化という点では、京都府での新しい試みなどがあり、その状況など最  

新の情報も共有すべき。（横尾委員）  

2 後期高齢者医療制度等の問題点・利点について  

後期高齢者の中には、まだ働いて社会で活動している人もいるにもかかわらず、「高  

齢者の心身の特性」の名の下、すべての後期高齢者を一つにまとめてしまったことが  

最も大きな問題である。（見坊委員） 

後期高齢者医療制度は、社会全体の差別解消一格差解消が国際的にも進んできてい  

る中で、それに反する制度である。（見坊委員）   

75歳という年齢で区分する制度は、社会保険の理念や原理原則に反する。（宮武委  

員）   

国会での法案審議の段階から、連合は後期高齢者医療制度に反対であると主張して  

きたので、廃止を前提にした新たな姿の検討については賛成である。（小島委員）   

高齢者医療確保法の総則の第1条で医療費適正化について規定されているように、  

後期高齢者医療制度は、医療費抑制を目的としていることに大きな問題がある。（三上  

委員）   

現行制度は財政面と医療サービスの提供と2つの問題があった。財政面は凍結され  

ているから問題になっていないだけであり、国の財政は悪化している。医療サービス  

についても、後期高齢者診療料が実際に僅かしか算定されていないことが示すように、  

実施されていないから沈静化しているだけと考える。（樋口委員）   

現行の医療制度は、後期高齢者医療制度、前期高齢者の財政調整、前期高齢者でも  

70歳以上と未満で窓口負担が異なること、退職者医療制度、若人の医療保険制度と  

複数の制度で成り立つ複雑なものであることに問題がある。特に、75歳で区切るこ  

とは理解できない。（対馬委員）   



後期高齢者医療制度は、負担の仕組みが明確で分かりやすくなったという良い点が  

ある。（岡崎委員）   

後期高齢者医療制度の財政・運営責任の主体や負担のルールを明確にした点につい  

ては、新制度でも取り入れるべき。（斉藤委員）   

後期高齢者医療制度については、現役世代と高齢者の負担を明確にしたことや、運  

営主体を定めて財政責任を明確にし、保険者機能を発揮しやすくしたという良い点も  

ある。（小林委員）   

後期高齢者医療制度については、現役世代と高齢者の負担が明確になったことや運  

営主体が明確になったことは良い点であり、新たな制度においても、この点は維持す  

べき。（神田委員）   

高齢者医療確保法に規定されている特定健診や特定保健指導は非常に斬新な考え方  

である。20年度は混乱もあったが、健保組合としても、保険者機能を発揮しながら  

積極的に取り組んでいる。（対馬委員）   

特定健診及び特定保健指導は、保険者機能の強化のために効果的な取組みとなって  

おり、更に進めていく必要があるが、健診等の実施率による支援金の加算・減算の仕  

組みは、廃止を含めて見直すべき。（小林委員）  

3 新たな制度のあり方について  

（1）総論  

・高齢者医療制度に対する世間の反応は敏感である。新たな制度のあり方については、  

国民の意見をできるだけ反映させるべき。（岩見委員）   

・ 民主党のマニフェストにおいて、「医療制度への信頼を高める」とあるが、信頼以   

前にわかりやすさが重要である。（岩見委員）  

・保険料の軽減措置により高齢者の反応は落ち着いてきたが、75歳で区切ることや、   

「後期」という名称自体に対する国民の嫌悪感が強かった。持続可能で信頼ができる   

制度設計が大切であり、実際に医療を受けられる方の身になった検討をすべき。（横尾  

委員）  

・高齢者医療制度は、高齢者のためだけではなく、次の世代のことも考えた制度とし、   

若人も含めて誰もが分かりやすく、公平な制度とすべき。また、高齢者の尊厳を守り、   

低所得者や障害者にとって温かみのある制度とすべき。（見坊委員）   

一 必要な医療が必要な人に必要なだけ与えられる社章となるよう、新たな制度を検討   

するに当たって、この社会をどういう社会にすべきなのかという理念を掲げるべき。   

（三上委員）   

■ 20年後、30年後の超高齢社会を見据えて、若い人と高齢者が一緒になって、人  

それぞれの生き方を大切にした医療制度を考えていくという理想論的なビジョンが必  
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要である。（樋口委員）   

新たな制度における公平感の実現方法として年金制度のように、医療保険制度の加  

入歴に応じて按分された給付を受ける方法や、国保と被用者保険の在り方を議論する   

ことで実質的な公平を実現する方法が考えられるが、その上で、医療を受ける側の公  

平と、財源構成の公平の2つを担保する必要がある。（堂本委員）   

そのためには、各論から入るのではなく、まず公平な負担制度を設計し、高齢者医  

療費の総額（グロス）を念頭に置いた上で、公費と保険財源の割合、一部負担額の設  

定を考えるべきであり、そうした段取り・で議論した結果、総額が大き過ぎる状況であ  

れば、診療報酬や医療費の適正化の手法を考えればよい。医療費の抑制という視点か   

ら議論を始め・ると、国民の納得が得られないばかりか、今まで以上に複雑で、わかり  

にくい制度になりかねない。政権交代を機会に、高齢社会の将来を見据えた抜本改革  

に取り組む姿勢が重要。（堂本委員）   

国民皆保険制度では、世代間の連帯が重要である。若い方の負担が高齢者より大き  

いかどうかを比較するのではなく、国民の一生涯を見据えた公平を考えていく必要が   

ある。（堂本委員）   

国保と被用者保険の一元化については、所得捕捉が異なることなど、極めて問題が   

ある。（対馬委員）   

今後の取りまとめに関してはヒアリング等の予定もあると思うが、厚生労働省とし  

て、関係者の意見も聴いていただいた上での十分な検証と準備について、配慮と対応   

をお願いしたい。（横尾委員）  

（2）制厚の基本的枠組み   

ア 池上委員の実について  

＜池上委員のご意見＞  

・国民を現役世代と高齢者世代で二分する制度としないために、都道府県単位で統  

合し、全年齢、性、所得に着目したリスクー負担構造調整を行う。  

・市町村国保を都道府県単位に統合する際には、保険料の算定方式が異なる点を解  

消する必要がある。統合に向けた動きとして、既に保険財政安定化共同事業などの  

再保険事業があり、この事業の効果を検証すべき。  

・最終的な保険者の単位については、保険者機能を発揮するためにも、都道府県単  

位とすべき。  

1保険者の統合については、段階的に行い、国民の反応や現場の状況を見ながら軌  

道修正していく必要がある。また、所得描捉の問題や社会保障番号の議論が不可欠  

である。  

＜各委員のご意見＞  

・都道府県単位で年齢・所得調整を行うことは、加入者問の負担の公平性を追求す  

る点で理解できる。（小林委員）  
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都道府県単位で事業所を分割すると、事業主が健康保険の担い手であるという位  

置づけが薄まり、職場が連帯の基盤であり、事業主が費用負担するという被用者保  

険制度が成り立たなくなるのではないか。（小林委員）  

財政調整の強化により、財政力格差是正のための公費の役割縮小の可能性がある  

と思うが、国民皆保険を守るためには引き続き必要との観点から検討すべき。（小  

林委員）  

若年者の制度体系については、職域の被用者保険と地域保険の市町村国保による  

多元的な制度体系が最善である。（対馬委員）  

リスク構造調整を進めると一元化される。保険者の自主性が保てないこと、・事業  

主の協力を得られないこと、保険者機能を発揮しにくいこと等から極めて困難であ  

る。（対馬委員）   

後期高齢者医療制度の廃止後に高齢者・退職者はどこの保険に加入するのか。ま  

た、高齢者と若人の保険料算定はどうなるのかが明らかでない。（小島委員）  

イ 対馬委員（健保連）の案について   

＜対馬委員のご意見＞  

・高齢者の生活実態、年金制度や介護保険制度との整合性から、国民の理解の得ら   

れやすい65歳以上の高齢者を対象とした制度とすべき。ただし、年齢で区分しな  

いとする6原則を踏まえ、65歳以上でも働き続ける高齢者とその家族については  

被用者保険への継続加入を検討すべき。  

・費用負担や運営責任を明確化するために、「別建て」の制度とした上で、高齢者  

の医療費を若年者が支える仕組みとする。  

・運営主体については、都道府県単位の公法人等とし、保険者機能を発揮できる仕  

組みとすべき。   

＜各委員のご意見＞  

・後期高齢者は国保に戻すべき。65歳以上の独立型には反対である。（阿部委員）  

ウ 小島委員（連合）の実について   

＜小島委員のご意見＞  

・医療保険の運営は、加入者の雇用・所得形態の同一性が重要であり、被用者健保   

と国保の二本立てを基本とすべき。このため、サラリーマンOBは退職後も引き続   

き被用者保険が支えるという「突き抜け方式」（退職者健康保険制度）とし、生涯  

を通じた予防・保健事業など保険者機能を強化する。  

・退職者健康保険制度の運営主体は、協会けんぽが担うこととし、被用者OBの  

資格、住所等の管理については、日本年金機構からの情報提供、被用者OB本人  

からの申請等、さらに議論が必要である。  

25年以上被用者保険に加入していた方を対象とするが、女性の進出など現在の   

雇用状況等を勘案して、被用者であった期間を短縮したり、非正規雇用者・失業者  
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を被用者保険の加入対象とすることを検討すべき。  

■ 市町村国保については、都道府県単位に広域化し、国保連合会と後期高齢者医療   

広域連合を統合した組織で運営を行うべき。  

・ 70歳以上の医療給付費への公責は5割とし、国保と退職者健康保険制度の高齢   

者比率に応じて按分すべき。  

＜各委員のご意見＞  

・協会けんぽが業務委託を受けるという点については、1，190万人規模の個人を事   

業所という基盤もない中で把握していくことは、協会けんぽには地域保険の事務   

処理に関する体制やノウハウの蓄積等が全くないことから事実上困難である。（小   

林委員）  

・ 非正規労働者等の受け皿でもある国民健康保険を再建し、皆保険制度を維持で   

きる体制を検討する必要がある中で、連合が主張する「突き抜け方式」は、それ   

らの方を見捨てることにならないか、という疑問がある。また、突き抜け方式に   

する場合、地域保険に加入している退職者を呼び戻すとすれば、いかに過去の職   

歴を検証するのか、極めて難しい作業になる。（宮武委員）  

一 就業構造や雇用環境が変化し、高齢化が進展する中で、突き抜け型は現実的では   

ない。（対馬委員）  

■ 国民年金受給者が国保に残る一方で、突き抜け方式では健保に厚生年金受給者が   

加入することとなる。このため、それぞれの制度間の所得格差が大きくなり、低所   

得者層が多い国保の財政が成り立たないのではないか。（岡崎委員）  

・被用者保険内で助け合うことにより、若年被用者の納得は得られやすいことがメ   

リットとあるが、社会連帯という観点から、被用者保険内だけでの助け合いでよい   

のか。（三上委員）  

・ 25年という要件を満たすサラリーマン退職者は男性が極めて多い。男性だけの   

圧倒的に多い医療保険というのはいかがなものか。（樋口委員）  

・雇用の状況が変化しており、若人の就労形態も変わっている中、一定の職場を中   

心に考える案というのは疑問である。（見坊委員）  

・最近、若年労働の問題が課題となり、その形態はパートタイムであったりするた   

め、25年に該当しなくなる。広く国民を救える制度にすべきと思う。政権に近い   

連合として、新進気鋭の案を期待したい。（横尾委員）  

宮武委員の案について  

＜宮武委員のご意見＞  

・国民健康保険は国民皆保険の基盤であり、高齢化が進み定年退職者等が多く加入   

しても持続可能な制度にする必要がある。人口が少ない市町村において、保険によ   

ってリスク分散を行うのは困難であり、ドイツの疾病金庫やデンマークの自治体の   

例を見ても、保険者を集約せざるを得ない。そのために、都道府県単位の国保とし、   

後期高齢者医療制度とドッキングさせるべきだ。   
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・年齢区分を廃止するとなれば、後期高齢者は市町村国保に戻るほかないが、その   

際は、国保を都道府県が直接運営するのか、都道府県単位の広域連合が運営するの   

かの選択となる。  

・一定年齢以上の方々の医療費について財政調整を行うとすれば、介護保険制度の   

ように、同じ制度の中で、第1号被保険者（現役世代）、第2号被保険者（高齢者）   

という区別が必要である。  

暮 働いている高齢者については、（Dすべて都道府県単位の国保に加入していただく   

こととするのか、②本人のみ被用者保険に残るのか、③本人とその被扶養者も被用   

者保険に残るのかの3つのパターンがあり、さらに議論する必要がある。  

＜各委員のご意見＞  

・高齢者医療の対象者は何歳以上とするのか。また、高齢者と若人の保険料負担の   

仕組みについて検討する必要がある。（小島委員）  

オ その他の御意見  

・年齢で区分するあり方を見直し、公的年金の受給者を被保険者として制度設計す  

べき。（斉藤委員）  

・負担ルールを明確化するために、現役世代の医療保険制度と高齢者の医療保険制  

度は、何らかの形で別建ての制度にすることが必要。（斉藤委員）   

保険者について、市町村別では財政運営上、小さな村では、危険が高すぎるとす  

れば、都道府県単位が良い。（鎌田委員）   

協会けんぽは都道府県単位の保険料率を導入し、都道府県の支部ごとに労使の代  

表と有識者からなる評議会を設置して幅広い議論を行うなど、地域の実情を踏まえ  

た保険運営を行っている。また、医療提供の体制は都道府県単位で整備されており、  

医療サービスもー定程度市町村単位を超えた広域で行われている実態があるので、  

新しい高齢者医療については都道府県単位とすることを基本として考えていくこ  

とが重要。（小林委員）   

国保は国で一本化するのが一番いいが、それまでの過程として都道府県単位で一  

本化することが望ましい。（山本委員）   

企業に勤務しながら市町村国保に加入している被保険者については、制度本来の  

職域保険に戻すことを検討すべき。（阿部委員）   

現役として働く高齢者については、若年者の制度への継続加入を検討すべき。（斉  

藤委員）   

今後は、雇用されて働く高齢者はじめ多様な働く高齢者が増えていくことを踏ま  

えた医療保険制度のあり方を考えるべき。（樋口委員）  

国民皆保険を維持するためには、公貴の増加が不可欠だが、消費税の議論は先送  
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りにされている。国であっても地方自治体であっても公費負担を増やしていかなけ  

れば何ともならない事態となってくると考えるが、国民皆保険を維持していくため  

の国の覚悟が問われている。（神田委員）   

公平な制度の実施のためには、誰が費用を負担するのかを明確にし、保険料と財  

源調整による負担について公平性を感じることのできる仕組みとする必要がある  

が、その緩衝材となるのが公費である。（堂本委員）   

高齢者や退職者の多い国保を被用者保険が支援することにより、公費の伸びを抑  

えるため、前期の財政調整や後期高齢者医療制度が作られたと認識している。今後、  

公費負担の在り方、国保、被用者保険を含めた医療保険制度全体の在り方の検討が  

重要である。また、被用者保険の一部である退職者医療制度をどう扱うかも含めて  

議論すべき。（小島委員）   

医療費通知、明細書の義務化、ジェネリツクの使用促進など健保組合は保険者機  

能を発揮してきた。被用者保険だからこそ、被用者・事業主・労働組合のバックア  

ップを得て、新たな取り組みができる。地域保険だけに視点を当てるのは適当でな  

い。（対馬委員）   

長野県のように健康づくりに取り組んで医療費水準が低い例もあり、地域保険が  

適切な保険者となれないという考え方は違う。（鎌田委員）  

・ 当初、老人医療が議論された際の目標は無料化であった。現在は状況が変わって  

いるが、やはり、75歳で線を引くというのであれば、最終的には無料化するとい  

った理想を掲げるべき。（岩見委員）  

・保険料負担の公平性にも、いくつかの視点があるが、社会保険においては裕福な  

方からは多くの保険料を納めていただくというようなリスク調整の機能は強める  

べき。（近藤委員）  

・公平性の視点には保険料だけではなく、健康状態の公平という視点もある。今の  

日本には、低所得者の死亡率が高所得者の2～3倍という健康格差がある。基本的  

人権が守られていない現実を直視して、その是正につながる制度にすべきである。  

（近藤委員）  

（3）運営主体のあり方   

テ 都道府県が担うべきとするご意見  

■ 保険者は都道府県単位とすべきであり、市町村では無理。その上で、都道府県か、  

全市町村が加入する広域連合かとなるが、保険者は都道府県が担うべきである。都  

道府県が経験や実績がないという指摘については、都道府県と市町村との間で人事  

交流■出向をすればよい。（阿部委員）   

・現在、47の都道府県後期高齢者医療広域連合が保険者となっているが、これを  

約1800の市町村に振り分けることは困難であり、新しい制度の運営主体は都道  
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府県が担うべき。（岡崎委員）   

広域連合は、市町村からの派遣職員で運営しており、人事異動は2年単位である  

ことから、スキルの積み上げが困難。また、都道府県には国保を指導する部署があ  

り、保険者の業務内容について熟知しているため、医療保険に係る事務の実績がな  

いとの指摘は当たらない。（岡崎委員）   

運営主体は都道府県にすべきであり、人口が少ない市町村では保険が成り立たな  

い。ただし、保険料の徴収は市町村が行うべき。また、一般の方からすると、県庁  

は敷居が高いイメージが強いので窓口は市町村が行うべき。保険者として都道府県  

が保険主体としての運営を担い、市町村は個別の対応と役割を担う形がよい。（岡  

崎委員）   

介護福祉は市町村のような小さな団体がむしろいい。医療はそうはいかない、医  

療は高度医療や3次救急のことを考えると都道府県単位の方が医療計画も立てや  

すい。都道府県が保険者になるのが理にかなっている。都道府県が運営主体になる  

とすると、保険料の収納率をどう上げるかが課題。都道府県が市町村に協力を求め  

られるよう、国が支援する必要がある。広域連合では難しい。運営主体は都道府県  

を軸に、池上委員案と宮武委員案を合わせて、最終的に宮武委員の案を詰めていく  

のがよいのではないかと言うのが私の意見。（鎌田委員）   

広域連合は組織として広く利用者に認知されておらず、新たな制度の運営主体は  

都道府県とすべき。その際、市町村の責任も明確にすべき。（樋口委員）   

運営主体を仮に都道府県にした場合のメリットとして、都道府県が現在実施して  

いる健康増進事業や医療費の適正化について、医療サービスの提供等の施策と有機  

的に連携させながら実施できる。広域連合では十分に連携が図りがたい点が問題で  

ある。（横尾委員）   

仮に財政的に国が支援するとなれば、都道府県でも引き受けることができるか。  

市町村は良い協力・連携体制をとりながら実務をやる。財政は国がサポートする。  

そしてより効率的なマネージメントを一緒に作っていくという形であれば、知事会  

としても了解が得やすいのではないか。（横尾委員）   

広域連合の財源は市町村ごとの議決を経て支出しているものであり、T概に安定  

化とは言えないのではないか。また、広域連合自体にも議会等が設置されており、  

その運営にも事務負担等が発生している。さらに、市町村から派遣される職員は数  

年で入れ替わるため、必ずしも事務に精通した職員が対応しているとは限らない。  

（横尾委員）  

「広域連合又は都道府県が運営主体となる場合には、窓口業務等は市町村が行う」  

との記載があるが、県民税等の徴収については、市町村に業務委託をしている例も  

あり、すべて市町村というわけではなく、広域化・一元化の1つのメニューとして、  

事務のあり方は今後検討する必要がある。（横尾委員）  

イ 広域連合等が担うべきとするご意見  
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現在の後期高齢者医療広域連合をベースに、運営主体を検討すべき。（斉藤委員）   

どのような見直しが行われるにしても、市町村国保が重要な役割を担うことにな  

る。市町村国保においては、保険料が賄えきれずに、一般会計からの繰り入れが行  

われている。県の役割というものは十分認識しているが、都道府県単位としても市  

町村国保と同様の問題が発生することから、国が十分に支援しないと、受け皿とな  

り得ない。（神田委員）   

運営主体の問題は都道府県と市町村が対立する問題ではない。まず、国がどう関  

わりミ どのような財政の仕組みでやるのかを示してもらいたい。（神田委員）   

福祉分野では市町村が重要な役割を担っている。市町村が行う健康相談や健康診  

査は医療保険とも関係の深いものであるし、保健センター等も整備されている。都  

道府県の役割はそれをフォローしていくことではないか。（神田委員）   

資料に掲げられているメリット■デメリットが形式的ではないか。デメリットに  

も改善可能なものと重大なものがある。（神田委員）  

ウ 検討の視点に関するご意見  

・運営主体については、制度論で峠なく利用者の視点から検討すべき。、都道府県が  

役割を担うことも考えられるが、どこが一番サービスを提供するのに適しているの  

かという視点から考えるべき。（堂本委員）  

・運営主体については、いくつかの視点から見た考え方がある。財政面からの視点  

では、大きな単位ということがある。住民の健康状態の確保からの視点では、基礎  

自治体のきめ細かなサービスがある一方で、都道府県の広域的な健康増進の取組が  

ある。被保険者の利便性、窓口の利用、保険料の収納などについて、都道府県と市  

町村がいかに協力して高齢者医療制度を支えていくのかという考え方が必要であ  

る。（岩村座長）  

（4）費用負担のあり方   

・高齢者医療を支える各制度問での負担の在り方については、各制度の負担能力を反  
映し、現役世代の納得が得られる制度となることが重要である。（小林委員）   

・ 新たな制度においては、事業主の負担が現状を下回らない制度とすべき。（阿部委  

員）  

・麦援金は基本的に人数割となっているが、65歳以上に5割の公費投入を前提とし  

て、被用者保険者内は、保険者の負担能力に応じた負担とすべき。（対馬委員）   

→ 保険料・保険者問の財政調整の検討にあたっては、その高齢者がこれまでの人生に  

おしヾて、どの保険者に属していたのかを可能な限り反映できる制度にすべき。（堂本  

委員）  

高齢者医療の保険給付財源については、現役世代の保険料に依存するには限界があ  

ることから、高齢者医療制度への公糞投入割合を高めることが不可欠。そのためにも、  
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税制改革の議論がセットで行われることが期待される。（斉藤委員）   

国保と後期高齢者医療制度の統合を考えた場合、国保が有力な基盤となるため、現  

行の国保も含め財政制度自体を分かりやすくし、一定の公費を入れるということを明  

確にすべき。（岡崎委員）   

新たな制度においては、現役世代の負担が加重にならないよう理解と納得の得られ  

る貴用負担が必要であり、一定の所得がある高齢者には応分の負担を求めるとともに、  

公責負担の拡大も含めた財源のあり方を検討すべき。（小林委員）   

老人保健制度や後期高齢者医療制度が創設された経過を見ても、突き詰めれば高齢  

者と無職の方が多い国保の財政問題であり、被用者保険はそれを支援してきた。国民  

健康保険と被用者保険のあり方をもう一度考えるべき。（小島委員）   

公費投入の籠を増やさなければ、財政調整を行ったとしても、全ての保険者が納得  

することは難しい。（三上委員）   

新たな制度においては、介護保険と同様、5割の公費を投入すべきである。公費以  

外の部分は、高齢者と若年者の人数比で案分し、それぞれが保険料を負担する。（対  

罵委員）   

新たな制度においては、現行の後期高齢者医療制度の医療給付真に対する財政調整  

の仕組みを残すか、新たに全年齢に係る公費や支援金等による仕組みを設けるか検討  

すべき。（宮武委員）  

（5）保険料、給付等のあり方   

・高齢者だけが利益を得るのではなく、たとえ低所得であっても高齢者も国民の一人  

として少額の保険料を負担するなど、全ての高齢者が一定の負担をすべき。（樋口委  

員）   

・国民皆保険を守る観点から、高齢者にもその負担能力に応じた適切な負担を求める  

べき。（斉藤委員）   

・ これまで自己負担分を増やして給付を抑制することで医療費を抑えてきたので、新  

たな制度については、高齢者の自己負担が増えないような制度を検討すべき。（三上  

委員）   

・新たな制度の保険料は「応能負担」を原則とし、格差のない料率を設定すべき。（阿  

部委員）   

新たな制度の給付は必要な医療を保障し、70歳未満は8割給付、70歳以上は9  

割給付とすべき。（阿部委員）   

高齢者が医療を過剰に受けているようにも思えるので、医療を受ける高齢者のあり  

方についても考える必要がある。（岩見委員）   

高齢者の医療保険は保障の理念が重要であり、保険料の上限の見直しや保険料率の  

一本化なども検討すべき。（三上委員）  
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若年の国保の保険料についても、都道府県単位でできるだけ統一すべき。（宮武委  

員）  

4 高齢者のための医療サービスについて  

本会議においては、各論的な議論はできないが、高齢者に関わりの深い医療サービス  

の基本的な考え方については議論すべき。（近藤委員）   

新たな制度の枠組みについては、6つの原則に則って議論することになる。医療サー  

ビス全般については、別途議論する必要があるが、高齢者にふさわしい医療の考え方に  

ついては、この会議で打ち出すべきである。（宮武委員）   

イギリスでは、医療崩壊と言われる状況から立ち直る際に、NSFと呼ばれる疾患領  

域ごとの10カ年の長期計画を策定しており、この中に高齢者医療版というものもある。  

日本版NSFにより、10年後の目標設定を行い、それを実現する手立てを考えてモニ  

タリングするような考え方を行うべき。（近藤委員）   

日本の医療費をOECD平均並みに上げつつ、それ以上に上がらないシステムについ  

て検討していく必要がある。そのために、かかりつけ医制度や終末期相談支援料が、ど  

のような役割を担えるのか考えていく必要がある。（鎌田委員）   

高齢者は慢性的な疾患を抱えやすく、かかりつけ医制度については、他の先進諸国と  

同様、必要である。（吉武委員）   

後期高齢者終末期相談支援料については、導入の仕方に問題があったが、自分がどの  

ように最期を迎えるかについて、看護師や医者と相談していくといった制度は必要であ  

る。（宮武委員）   

病院に頼りすぎていた日本の医療を、自宅や自宅に近い環境で最期まで暮らし、看取  

ることができるような体制に変えていくべき。（宮武委員）   

終末期医療制度は、せっかく国民的合意ができつつある嘩階で、打ち出し方が悪く、  

議論が後退してしまった。新たに国民・高齢者が論議できるようにするべき。（樋口委  

員）  ．   

新たな制度の医療サービスについては、高齢者の健康維持・諸機能稚持に必要なリハ  

ビリについても検討すべき。（樋口委員）  

5 現行制度における対応について   

次期保険料率の上昇抑制のため「財政安定化基金」を活用する措置が案として出てい  

るが、年明け2月頃には広域連合議会において保険料率の審議が必要となる。「決まっ  

ていないものを可決していいのか」という議論にならないよう、国の予算措置・法改正、  

都道府県の議決などの 「確たるもの」または、「間違いなくこうなる」、「国としてここ  

までやる」という「担保」が必要である。（横尾委員）  
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健保組合等の支援金・納付金の負担は、保険料収入の45．2％と過重であるので、  

前期高齢者の層に5割を目途とする公費投入を目指すべきである。また、財政事情の厳  

しい健保組合への財政支援の継続、強化が不可欠である。（対罵委員）  
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